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1 はじめに に関する異種性を前提とした統合的な環境を構築するため

の技術を確立する点にある。

一方、これらの視点で研究開発をすすめていくために

は、計算機環境の現状、文化、法律などを含めた社会的背

景に関する研究や分析も重要な課題である。電子メールや

電子掲示版の利用技術やその情報に関する取り扱い方法の

明示的、暗示的な合意、さらに一般的な分散処理技術の発

展にともなう計算機資源の相互利用に関する取り扱い、通

信産業の提供する環境全般との関係、さまざまな次元での

わが国の国際的な位置付けといった項目がこの範晴に含ま

れる。このためには、実証的な実験に基き、試行錯誤を含

めた経験としての技術の蓄積が不可欠である。

本論文は、大規模広城分散環境の研究を目的とした研究

活動であるWIDEの 背景と方針、現状、今後の方針を報
告するものである。

2 WIDEプ ロジェクトの概要

WIDE
(Widely lntegrated Distributed Environment)[81の 目

的は、局所的な分散環境とそれらの接続という階層的な構

造に基づいた大規模な分散環境を構築するための技術を実

証的に確立することにある。そのために、実際に運営され

ている複数のローカルエリアネットワーク間を、分散環境

を構築するために充分な速度の回線を用いて接続し、その

上に実用に耐える大規模広城分散環境の プロトタイプの構

築を開始した。この環境の構築に際して、ネットワーク間

パケットのための経路制御機能、ゲートウェイにおける制

御機能、広城分散環境の管理機能と応用機能に関する研究

と研究成果の実証を行う。

2.1 研究期間

JUNETの実験を開始して5年間が経過した。この間に同
ネットワークの参加組織は270に のぼり、それぞれの組織

内のキャンパスネットワークやローカルエリアネットワー

クの環境の質も向上した。これらのネットワークを相互に

接続し、より高度な学術・研究目的のコンピュータコミュ

ニケーション基盤を構築する必要がある。このような計算

機環境を構成する要素はパーソナルコンピュータからスー

パーコンピュータに至る多種の計算機システムとなり、そ

のオペレーティングシステムも多様である。また、ローカ

ルエリアネットワークのような近距離の分散資源を接続す

るための技術のみならず、遠隔地に分散する計算機資源を

有機的に接続し、広域の分散環境を構成するための通信技

術も比較的自由に利用できるようになってきた。これらの

あたらしい背景においては、従来個別に研究されてきたオ

ペレーティングシステム、通信技術、コンピュータネット

ワーク、コンピュータアプリケーションに関するそれぞれ

の研究成果をふまた、国際的な範囲を含む大規模広城分散

環境の構築に関する技術の確立が必要である。

大規模広城分散環境の基礎となる研究課題には、コン

ピュータネットワーク、ォペレーティングシステム、分散

処理、耐故障システム技術などがある。特に、コンピュー

タネットワークに関しては、局所的分散処理を含むローカ

ルエリアネットワークと、広城ネットワークに関する研究

が行われ、実績がある.これからの計算機環境の代表的モ

デルとなる大規模広城分散環境の構築という視点は、これ

らの研究分野で本来追及されていた目標と異なるために、

これらの成果の単純な組み合わせでは本研究の目的を達成

することはできない。本研究の特色は、これらの分野の統

合的な研究成果を目指し、通信技術、通信経路、計算機シ

ステム、社会科学的背景、オペレーティングシステムなど
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研究活動は当面 4年間を予定している。この期間を2つの

フェーズに分け、前半と後半をそれぞれ次のような方針で

活動を行なっている。実際の活動は 1988年 4月 から開始

している。
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フェーズ:(1988年 4月 から1990年 3月 )

実験基盤の確立とゲートウェイ機能の開発、大規模分散型

オペレーティングシステムの構造に関する設計、応用技術

のプロトタイプの開発と実験などを目的とする。

フエーズ‖(1990年 4月 から1992年 3月 )

実験基盤の発展と運用の技術確立、大規模分散環境のため

のオペレーティングシステム技術、ゲートウェイ技術、応

用技術の開発と実験などを行ない、その技術移転を目的と

する。

2。2 実験基盤の構築

実験基盤としてのネットワークをWIDEィ ンターネット
と呼び、運用を開始している。基盤技術としては一般的に

利用されているインターネットプロトコル体系 (TCP/1P
プロトコル体系)を用い、これに基づいたネットワーク管
理や運用を行なうことから基盤構築を開始している。ここ

には、国際的な IPベースのネットワーク接続を含み、地

球全体を包含する大規模な分散環境の技術的な問題の実験

と共に、応用的、社会的な視点でのさまざまな問題を議論

する基盤にもなっている。

したがつて、この基盤は WIDEプ ロジェクトで直接
利用している専用の高速デジタル回線、音声回線、ISDN
に加えて、学術情報センターの X.25網を利用した大学問
IP接続実験や、東京大学理学部による科学技術ネットワー

クの活動などと協調した国内の IP系ネットワーク、さら
に、JUNETを基盤とした情報交換ネットワークなどの諸
活動との連携によって構成される。

さらに、 NSF、 ハフイ大学 などの米国学術ネット

ワーク活動やオーストラリア学術研究ネットワーク活動

(AARN)、 ョーロッパIPネ ットワーク(EUnetや FUnet)

などとの国際接続と連携、カリフォルニア大学パークレイ

校とのオペレーティングシステム開発プロジエクトとの連

携等を通じて、具体的な国際的研究環境の経験を実現する

基盤を構築している。

3 背景

計算機環境を構成する要素はパーソナルコンピュータから

スーパーコンピュータに至る多種の計算機システムとなり、

そのオペレーティングシステムも多様である。また、ロー

カルエリアネットワークのような近距離の分散資源を接続

するための技術のみならず、遠隔地に分散する計算機資源

を有機的に接続し、広城の分散環境を構成するための通信

技術も比較的自由に利用できるようになってきた。これら

のあたらしい背景においては、従来個別に研究されてきた

オペレーティングシステム、通信技術、コンピュータネッ

トワーク、コンピュータアプリケーションに関するそれぞ

れの研究成果をふまた、国際的な範囲を含む大規模広城分

散環境の構築に関する技術の確立が必要である。

大規模広城分散環境の基礎となる研究課題には、コン

ピュータネットワーク、ォペレーティングシステム、分散

処理、耐故障システム技術などがある。特に、コンピュー

タネットワークに関しては、局所的分散処理を含むローカ

ルエリアネットワークと、広城ネットワークに関する研究

が行われ、実績がある。これからの計算機環境の代表的モ

デルとなる大規模広城分散環境の構築という視点は、これ

らの研究分野で本来追及されていた日標と異なるために、

これらの成果の単純な組み合わせでは本研究の目的を達成

することはできない。本研究の特色は、。これらの分野の統

合的な研究成果を目指し、通信技術、通信経路、計算機シ

ステム、社会科学的背景、オペレーティングシステムなど

に関する異種性を前提とした統合的な環境を構築するため

の技術を確立する点にある。

広城的に分散されているローカルエリアネットワークや

計算機システムを接続し、そこに共通の環境を構築する実

験はJUNET[η によって実現され、 270を越える組織を
接続し、分散資源の名前管理、経路制御、通信技術、日本

語に基づいた通信機能などに関する研究が行われ、それぞ

れの成果が実証されている[6]。 また、ここではRFC822図

に基づくメッセージ交換機能が全4劇拘に実現され、さらに、

米国、カナダ、ヨーロッパ各国の RFC822と X400の間の

グートウェイなど各種の変換ノードを介して世界全域の国

際アカデミックネットワークとの電子メールと電子ニュー

スの接続が可能となっている。

わが国の国立大学大型計算機センター群はスーパーコン

ピュータと大型計算機の共同利用を提供していて、それらを

中心としたその他の大学計算機センター群を接続するN-1

ネットワークを用いて相互利用が可能となっている。遠隔

TSSア クセスや RJEな どを中心とした資源共有型のネッ
トワークであったN-1ネ ットワークも、 1989年 より
X.400を意識した電子メールの開発が行なわれ運用が開始

された。 N-1ネ ットワークは運用開始当初から公衆パケッ

ト交換網を独自のプロトコルを用いて利用していたが、順

次あとで述べる学術情報交換網を用いる方向に移行してい

る。学術情報センターを含めた大型計算機センター群はこ

れらの組織の努力を中心に、 OSI指向のネットワーク開
発と利用が発展していくことが予想される。

学術情報センターはデータベースのサービスを始めとし

第30回 プログラミング
シンポジウム 1990.1

128



た応用サービスの他に、X.25プ ロトコルによるプライベー

トパケット交換網を文部省関係の組織に提供している。 N―

1ネ ットワークの他に、高エネルギー関係や医学関係の実

験や運用ネットワーク、さらに、キャンパスネットワーク

の相互接続のための研究実験のためにも提供している。

このほかに、分野別の研究目的のネットワークも多く、

DECNETプ ロトコル体系を中心的に用いた 高エネルギ
ー関係の HEPNET、 IBM RSCSプ ロトコルを用いた
BITNETも それぞれ国際専用線接続を利用し、活発なネッ
トワーク環境を実現している。これらはいずれもメッセー

ジ交換形式としては RFC822を用いていて国内のグート
ウェイを介して相互に通信が可能となっている。

4 大規模広域分散環境の構築

本研究の対象とする計算機環境の規模としての目標は大学・

研究組織上での分散環境を想定しているので、その範囲と

しては世界全体を含むことになる。このような基盤を構築

するための実験として当面の対象となるのはわが国の大学

を中心とした計算機環境の統合的な確立に必要な技術の追

求である。このような環境におけるネットワーク技術を実

現するためには、画一的な技術を基盤にした単純なネット

ワーク構造を期待するのは不可能なばかりでなく、環境に

応じた最適な技術の利用という視点では効率が悪い。柔軟

な基礎技術への対応とそれに基づいた開放的なシステム構

造を開発する必要がある。そのために、ここでは次のよう

な項目に分類して研究活動を行なうことにした。実際の開

発対象はSUNヮ ークステーション、SONY NEWSヮ ー
クステーション、OMRON LUNAヮ ークステーション、
DECマイクロVAXな どの BSD UNIXを基盤としたオ
ペレーティングシステム環境を用いている。これは、より

広い研究環境への実験基盤を構築するために入手が容易で

一般的に使用されている環境を対象とするためである。

4.1 異種通信技術の利用

実際の大規模分散環境を構築するためには使用可能な下位

の通信技術が具体的な一定のプロトコル構造によって利用

された時の性質を実証的に把握しておくことが重要である。

したがって、本研究の一つの焦点は、対象として想定して

いる環境の中で利用され得る異種通信技術を最も効率的に

利用するための技術の確立である。この異種性は、動的な

スループットの変化、動的な遅延時間の変化、コネクショ

ン確立に対するオーバヘッド、回線の課金システムなどに

関する各特性として整理し、これらの積極的な制御機構の

基盤を開発する。具体的には、公衆電話回線、アナログ専
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用回線、デジタル専用回線、公衆パケット交換網、プライ

ベートパケット交換網、ISDNと 、サテライト経由と海底
ケープル経由の国際回線をすぺて同じ上位プロトコルで利

用できる環境を実験基盤として開発する。特に、ISDNの
ような回線交換型の通信技術や、 X.25プ ロトコルの汎用

データグラムによる利用に関するネットワーク技術、オペ

レーティング技術は確立されていない。 このような回線の
接続と切断とデータグラムの到着の関係を明確に定義する

ことが困難であり、そのような回線を含んだ経路情報の取

り扱い技術も確立していないからである。WIDEで はこ
の問題を解決するための開発と実験を行なっている。

4.2 信頼性のあるパックポーン構造

大規模で広域に渡る分散環境の基盤を考えると、中継ノー

ドやそれらを接続する回線の障害などに起因するネットワー

クの分断問題に対する技術を確立する必要がある。この間

題は経路制御手順を用いた冗長経路の利用として一般に解

決されるが、WIDEで はこの問題を前項で得られる各種
通信技術の特性の評価を利用して、これに基づいたネット

ワーク構造の強じん化を行なっている。特に、回線交換式の

課金システムに基づいた公衆回線やISDNの接続とパケッ
ト交換式の通信技術を用いた接続はネットワーク間接続の

パックアップ回線として効果がある。これによって、速や

かな障害の検出、その伝搬、効率的なパックアップ回線の

利用、それに対応する経路制御、最終的なオペレータ介在

の復帰、といった一連の体系を確立することができる。こ

の技術はパークポーン構造として実現している。

4.3 ゲー トゥェィ機能

ネットワーク間接続の概念は[121でその基盤が提案された

ように、ネットワーク毎に異なる技術と運用方針をその境

界であるゲートウェイノードで吸収する必要がある。大規

模で複雑なネットワーク間接続を実現するためには現実的

な規模を想定して、それに適応する新しい経路制御技術の

開発しなければならない。 WIDEで は、ある自治ネッ
トワークにおける内部アドレスと外部アドレスヘの対応付

け、アドレスの書き換え、経路決定アルゴリズムなどに関

する多様な実験を行なうことによってこの問題を実証的に

追求する。また、WIDEの 環境では中継ノードや回線の
故障によるパックアップ回線の動的な利用や、その大規模

性に起因して全体のネットワーク間接続のトボロジが動的

に変化することになる。これに対応するゲートウェイ間ブ

ロトコルの開発も急務である。

また、サービスの型に依存した最も有効なデータリンク
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エンティティの選択もゲートウェイ機能として実現する。

実際の自治ネットワークでは、外部に公開するアドレス、

ゲートウエイの通過を可能にするアドレスの集合、データ

リンクのアクセス権などに関する独自のポリシーを行使す

る要求がある。このような要求もゲートウェイプロトコル

をはじめとするゲートウェイ機能として実現する。

4。4 プロセス間通信インターフェース

WIDEの 環境における共通の応用技術を開発する基盤と
して、共通のプロセス関通信インターフェースを提供する。

ここでは、サービスのアクセス点とその名前表現、接続の

性能状態に対する要求、データの表現形式、認証とセキュ

リティ機能の各技術に関する複数の副階層のプロセス間通

信インターフェースとして設計している。また、サービス

の決定に通信状態の情報を利用することにより、複数候補

のサービスの選択などが実現できるようになる。

4.5 資源管理機能

WIDEの 環境では共通のサービスを資源の実体として定
義し、それに名前を付ける。各資源の名前は名前サーパの

機能により階層的な構造を用いて表現できるので、現在使

用されている名前管理機構 [5]と の整合性を保つことがで

きる。資源のアクセス権はここで定義される所有権により

実現される。

4.6 応用技術

WIDEの 応用技術は上記の資源管理機構とプロセス間通
信インターフェースを利用して作成される。現在は、既存

のインターネットプロトコルの応用技術と、対話型の会議

システム、大規模な処理を伴う応用技術の環境上での共有

に関する実験、マルチメディア通信の実験などが行なわれ

ている。

4.7 ネットワーク管理運用技術

大規模なネットワークの運用には、ネットワーク管理や

診断のプロトコルの開発やそれに基づいた管理運用技術を

確立する必要がある。このような技術はSNMP(Simple
Network Management PrOtOc01)[11の ようなネットワー

クマネージメントのプロトコルとして実現されているが、

WIDEで はこのような情報を分散システムの構築に有効
に利用できるようなオペレーティングシステムの機能の開

発を行なっている。また、セキュリティやアクセス権など

のポリシー行使の制御、日常のネットワーク維持、故障時

の対策などを技術的に体系付け、ガイドラインや応用技術

として実現する。このような、WIDEの システム構造を
Figure lに不:ザ

~。

Figure l:WIDEの システム構造

5 WIDEィ ンターネットの構築と運用

広域大規模分散環境の実証的な研究を実行するためには実

験基盤が必要となる。そのために、WIDEィ ンターネッ
トを構築する。WIDEイ ンターネットは次のような条件
を考慮して構築している。

・ 汎用プロトコルによる大規模な分散環境の構築が可能

なこと。

●わが国で利用できるデータリンクを有効に利用するこ

と。

・ 将来の研究開発ネットワークの構築に有効な実験成果

を生み出すこと。

・ 国際的な規模での環境を実験できること。

5.1 異種通信技術の利用

広城大規模分散環境にあたっての要求の一つとして、多様

な異種通信技術をIP等の共通のプロトコル体系の中で柔

軟に、かつ、効率的に利用するための技術がある。このた

めには、単一的な専用回線やサプネットワークの利用に比

ぺて、異種通信技術の並列利用には経済的にも、性能的に

も有利である可能性がある。

特に、わが国には、 DDX,Venus―P,INSネ ット64と

いったパケット交換サービスの充実、学術情報センターの
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提供するプライベー トパケット交換網 といった背景環境が

ある。 WIDEで は、このような X.25パケット交換網の
効率的な利用を実験開発した13〕。また、INSネ ット64の

Bチャネルや公衆電話回線を専用回線やX.25パケット交換

網と同じ上位プロトコルで利用するための技術も、経済・

技術の両面から広域大規模分散環境の構築に重要な技術で

ありこれを積極的に利用している。

5.2 プロトコル

WIDE インターネットの初期プロトコル として、
TCP/1Pを 中心とした、 DARPAプ ロトコル体系を用
いる。これによって、活発な利用、効率的な開発、国際接

続などに有効な構築を行なうことができる。データリンク

のプロトコルとして、PPP[111、 X.25、 SLIPな どを試

作し、運用している。

5.3 パックポーン構造

WIDEイ ンターネットでは、管理運用の技術を集約する
ためにパックポーン構造をとることにする。すなわち、パッ

クポーンとそれに接続される各ネットワークという2階層の

構造によって全体のネットワーク間接続を実現する。パッ

クポーンには 64KbpSの高速デジタル回線を基本とし、

ISDNを用いたパックアップ機構を備えることにした。ま

た、パックポーンからの他のネットワークヘの接続は高速

デジタル回線や3.4KHz音声回線によるSLIPな どを利用

して行なう。パックポーンノードの構造の例をFigure 2に

示す。パックポーン上は現在一日100Mパイト程度のトラ
フィックがあり、その利用状況はFigure 3の ようになって

いる。

Figure 2:WIDEパ ックポーンノードの構造例
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Figure 3:WIDEパ ックポーンのプロトコル別利用状況

実際のパックポーンは慶應義塾大学、 WIDE東京ネ
ットワークオペレーションセンター(WNOC―TOKYO)、

WIDE京都ネットワークオペレーションセンター(WNOC―
KYOTO)が あり、大阪地区のパックポーンノードも計画
されている。全体のパックポーン構造をFigure 4に示す。

現在、各実験ノードはいずれかのパックポーンノードに接

続されるように再構成を行なっており、 Figure 5の ような

トボロジとなっている。

5.4 国際接続

JUNETの 国際接続は KDD研究所のUUCP接続と、東
京大学からNSFへの学術情報センターのサテライト回線
を用いIP接続で行なわれている。 WIDEイ ンターネッ
トの国際接続は、太平洋の海底ケープルであるTPC-3と

HAW-4な どを用いた回線により実現されている。この接

続はPACCOM1101プ ロジェクトとの共同研究により実現

している。同プロジェクトは、 1988年 6月 より開始した環

太平洋の研究用計算機環境を構築する試みで、現在米国、

日本、ニュージーランド、オーストラリアが接続されてい

て、韓国が近く接続される予定になっている。

ハワイ大学は 海底光ケープル、 HAW-4を 用いて本土

との間に 512Kbpsの 接続を持っている。オーストラリア

との 56KbpSの サテライト(64KbpSの 海底ケープルに変

更される予定)は、メルボルン大学と接続され、オーストラ
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Figure 4:WIDEパ ックポーンの構成

リア学術研究ネットワーク(AARN)と の相互接続が実現さ

れている。ニュージーランドのワイカト大学とハワイ大学

の接続は現在 19.2KbpSの 海底ケープルを用いている。

WIDEプ ロジェクトの接続は慶應義塾大学に設置して
あるjp― gate.wide.ad.jP(133.4■ 1)に よって 64Kbps

の接続を用いて行なっている。わが国のPACCOM接続は
この他にも東京大学理学部(TISN)に よって実現されてい

て、物理関係の組織の科学情報の交換を目的とした活動を

行なっている。ヨーロッパ諸国は米国を介した接続で実現

されている。

Figure 6:WIDE関 連の国際 IP接続

WIDEに 関連した国際接続を Figure 6に 示す。

5.5 運用

実際のWIDEイ ンターネットの運用は、他の IPを基盤
としたのネットワークとの協調関係によっておこなってい

る。実際に相互接続を実現しているIPネ ットワークは次

の 3者である。

1)WIDEイ ンターネット

il)TISN

面)科研費総合研究A「我が国における大学内ネットワー
クの相互接続に関する研究」(東北大学野口教授代表)

i)は WIDEプ ロジェクトの国内接続と、全般的な国
際接続の責任を負い、 ii)は科学コミュニティの TISNブ
ロジエクトの国内接続と同プロジェクトの国際接続の責任

を負い、 iii)は学術情報センターが自主運営しているX。 25

パケット交換網を利用した大学問の IP接続の実験の責任

を負っている。これらは、いずれも東京大学をグートウェ

イとして相互に接続されていて協調的な管理運用が行なわ

れている[91。

5.5。 1 ア ドレス

WIDEの アドレスと名前管理は当面 IPコ ミュニティの
一部としての役割を果たしていくことにしている。アドレ

スの割り当ては、日本の「インターネットアドレス調整委

員会」 ip… a■■OCOu― tOkyooacojPと 米国 SRI― NICに よ
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リー意的に管理されている。経路制御情報の情報量の問題

からクラスBをサプネットすることが強く望まれている。

5.5。 2 名前

IS03166〔 4]国識別コードによる地域名称を第一 ドメイン

にすることが、国際的には了解されている。これによると

わが国は「。jp」 である。歴史的な理由でこれに従っていな

い国は米国と英国である。米国は。edu.com.mil.org.net

といった組織の種別を示す論理名称を第一 ドメインに使用

しているのが大半である(IS03166である。usを 用いて
いるドメインも増えてきた)。 英国は janetでの慣習によ

り。ukを用いているが、 IS03166では .gbが正しい。

各アカデミックネットワークはこの名前方式に対する移

行体制を提供している。bitnetは ドメインでの登録を既に

開始している。 csnetは 既に移行を完了した。 bitnetと

csnetに よって構成されるOnenetは この方式を用いるこ

とが決まっている。junetは移行を完了した。

わが国では、junetと 日本 bitnetと の合意により第 2

ドメインに論理組織種別名、組織名を第 3ドメインに用い

ることにした。第 2ド メインは 大学を .ac、 政府関係を

.go、 企業を 。co、 ネットワーク管理組織を .ad、 非営利

組織を.orと することにした。第 3ド メインに関する一意

性はjunetと bitnetの両者で調整していくことに合意し

た。上記 li)と iii)の グループもこの名前管理方式がとら

れている。

.jpの名前情報の提供は BINDネームサーバによって行
なわれていて、.jpは jP― gate.wideeadojPを はじめと

して、acruxoseu… tokyooacojpや 数箇所の主な米国内

のホストとオーストラリアの匡彰晨ゲートウェイによって運

営されている。 Figure 7に WIDE及 び関連するわが国
の IPネ ットワーク接続の現状を示す。ここでは、左上の

破線で囲まれた部分が学術情報センターを用いた科研費に

よる実験接続、右の一点破線で囲まれた場部分が東京大学

理学部によるTISNによる接続、下部が直接の国際接続、

その他が WIDEに よる接続となる。

6 まとめ

広域大規模分散環境の構築に関する研究計画であるWIDE
の概要とその実験基盤の構築に関して報告した。ここでは、

初期プロトコルとしてインターネットプロトコル(TCP/1P)

を利用し、異種回線技術の開発を行なっている。その大規

模性のために、経路制御のためのアドレスや名前、資源の

名前に関連する技術の確立が基盤となり、組織間のネット

ワーク間接続を実現するために各ネットワークの自治性を
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Figure 7:WIDEに 関連した IP接続の現状

尊重するための技術とともに、ゲートウェイの技術が実験

開発の焦点となる。初期研究計画は2ヶ 年で、 1988年度

と1989年度で国際接続を含めた基盤環境の開発に重点を

おいた。

構築された基盤技術を用いると、学術情報センターの

X.25ゃ ISDNな どわが国の研究環境における広域大規模

分散環境としての研究や実験を国際的な関係の中で行なう

ことができる。これを利用した幅広い研究とその成果の蓄

積が今後の研究関係のコンピュータコミュニケーション環

境を形成する上で重要な課題である。

謝辞  本研究に関する多くの議論と助言を頂いたWIDE
研究会のメンパーに感謝する。
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